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	収入	Comment by 菰田泰隆: 製品の製造を継続して委託することを内容とする契約書で、製造を委託する製品の種類、委託料単価、委託料の支払方法等を定めるものは、印紙税法別表第一の第７号文書（継続的取引の基本となる契約書）に該当し、4,000円の印紙税が課税されます。契約書に触れる以上、印紙税法の勉強はしておきましょう。
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	　○○○○株式会社（以下「甲」という。）と○○○○株式会社（以下「乙」という。）とは、本件製品（以下に定義される）の製造委託に関し、次のとおり契約を締結する。	Comment by 菰田泰隆: 柱書きに定義規定を盛り込んでしまうと、柱書きが膨大になって体裁が悪いので、定義規定は条文内に盛り込みます。
（目的）
第１条　甲は、乙に対して、本契約別紙に記載する製品（以下「本件製品」という。）の製造を委託し、乙はこれを受託する。	Comment by 菰田泰隆: 簡単に説明可能な製品であれば、条文中に製品の説明をしても良いですが、通常は製品を特定するために多くの情報を記載しなくてはなりません。そのため、目的物の特定には別紙を用いることが多いです。
（委託業務の履行）
第２条　乙は、本契約及び甲が必要の都度乙に対して行う指示に従い、誠実に委託業務を履行するものとする。	Comment by 菰田泰隆: 最初に契約をする時点で、契約書に考え得る限りの全てを書き込めないことが多いです。そのため、業務開始後に発生した仕様変更など、委託者側の指示によって契約内容を柔軟に変更できるよう、記載します。
　　２　乙は、委託業務の履行に関して疑義が生じたときは、直ちに甲の指示を求めるものとする。
（本件製品の製造）
第３条　甲は、毎月○日までに、翌月以降に乙が甲に納品すべき本件製品の納期及び数量を書面により通知するものとする。	Comment by 菰田泰隆: 後に認識の齟齬が発生しないよう、事実関係の共有を行う場合には必ず書面を用いる。
　　２　乙は前項の通知記載の納期及び数量に従うことが困難と判断した場合には、速やかにその旨を甲に連絡し、協議する。当該通知を受領後、５営業日以内に異議を述べない場合には、乙は当該通知記載の納期及び数量を承諾したものとみなす。
（製造方法の限定）
第４条　乙は、甲が別途交付する仕様書に従って本件製品を製造しなければならない。
（原料等）
第５条　本件製品の原材料は、すべて甲が乙に供給するものとする。
　　２　乙は、本件製品を製造するのに必要とする原材料を、甲乙が別途合意する一定数量以上、常に保管するものとする。本件製品の製造等により乙の保管する原材料が当該数量を下回ることが明らかになった場合には、乙は直ちに甲に書面により通知し、甲は当該書面を受領後○日以内に、要求された数量の原材料を乙が別途指定する場所において乙に引き渡すものとする。
　　３　乙は、甲から受領した上記の原材料を、善良なる管理者としての注意をもって保管するものとする。保管に要する費用は乙の負担とする。
（納入）
第６条　乙は、本契約締結後、第３条１項に基づき甲から指定された納期までに当該指定された数量の本件製品を、甲が別途書面により指定する納入場所に納入するものとする。
（検査）
第７条　甲は、前条に基づき乙から本件製品の納入を受けた日から○日以内に本件製品の検査を行い、その結果を乙に通知するものとする。	Comment by 菰田泰隆: 製造関係の業務委託契約には必ず検査条項が入ります。製造されたものについて、一度納品されてしまってから、後日不具合が見つかったとしても、その不具合が製造過程のものなのか、納品後に発生したものなのかが分かりません。そのため、納品後にクライアントが検品を行い、それをクリアして初めて納品完了という建付けにします。
　　２　甲は、本件製品が前項の検査に合格した場合には、検収完了書を乙に交付するものとする。
　　３　乙は、本件製品が第１項の検査に合格しなかった場合、甲の指示に従い、速やかに本件製品の修補を実施するものとする。
（支払方法）
第８条　乙は、第７条第２項に定める検収完了書の受領後○日以内に、委託料及びこれにかかわる消費税等相当額を書面にて甲に請求するものとする。	Comment by 菰田泰隆: あくまで前条の検品が無事に完了して初めて、受託者は業務を全うしたことになるので、その後に支払期限を設定します。
　　２　甲は、前項の請求書を受領した月の翌月末日までに、当該請求額を乙の指定する銀行口座に振り込む方法により支払うものとする。
（委託料）
第９条　本契約に基づく乙の委託料は、本件製品１個あたり○○円とする。
（乙の要員）
第10条　乙は、委託業務に従事する乙の要員（以下「要員」という。）の中から責任者を定め、要員の指揮監督及び甲との連絡の任にあたらせるものとする。
　　２　乙は、要員に対し、労働法規その他の関係法令に基づく使用者としての一切の義務を負うほか、要員の労務管理及び作業管理をすべて自己の責任において行うものとする。
（再委託）
第11条　乙は、甲の書面による事前の承諾を得ることなく、委託業務の全部又は一部を第三者に再委託しないものとする。	Comment by 菰田泰隆: 下請が増えていくと、連絡の不具合や、万が一の場合の責任の所在が不明確となりますので、委託者にとっては良いことがありません。そのため、必ず委託者の承諾を得ないと再委託できない建付けにするのが一般的です。
　　２　乙は、前項に基づき甲の承諾を得て委託業務の全部又は一部を第三者に再委託した場合、当該第三者に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、当該第三者の行為につき一切の責任を負うものとする。
（第三者への販売禁止）
第12条　乙は、本契約に基づいて製造した本件製品を甲のみに引き渡すものとし、甲以外の第三者に本件製品を販売、譲渡、貸与等しないものとする。
（譲渡禁止）
第13条　乙は、甲の書面による事前の承諾を得ることなく、本契約に基づく乙の甲に対する権利又は義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、担保に供し、又は承継させてはならない。
（損害賠償）	Comment by 菰田泰隆: 受託者に過失があって委託者に損害を与えた場合には、民法上、損害賠償責任が発生することは明らかですので、この条文は記載しなくても法的には問題ありません。しかし、手を抜けば賠償責任を負うかもしれないという心理的抑止力を与える趣旨で、通常は記載します。
これと同様に、契約書に記載しなくても民法その他の法律で当然に認められるために、記載の必要がない条文というものは多数あります。各条文ごとに、「この条文がなければ、法的にはどうなるのだろう。この条文は法律をどのように修正しているのだろう。」ということを意識しながら契約書作成を行ってください。
第14条　乙は、委託業務の履行にあたり、乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与えた場合は、当該損害を賠償するものとする。
（第三者の権利の侵害）
第15条　乙は、委託業務の履行にあたり、第三者の権利を侵害し又は第三者との間に紛争を生じた場合、直ちにその旨を甲に通知するとともに、自己の費用と責任においてこれを解決し、甲を免責するものとする。ただし、当該侵害又は紛争が、甲の責に帰すべき事由による場合はこの限りではない。
（信用）
第16条　乙は、委託業務の履行にあたり、甲の信用を毀損し、又は毀損するおそれのある行為を一切行わないものとする。
（乙の地位）
第17条　本契約は、乙に対し甲の代理人としての地位を与えるものではなく、乙は、第三者に対し甲の代理権を有する旨の表示を一切行わないものとする。
　　２　乙は、委託業務の履行に関連して第三者と取引を行う場合、すべて乙の名義と責任において行うものとする。
（有効期間）
第18条　本契約の有効期間は、平成○年○月○日から平成○年○月○日までの○年間とする。ただし、期間満了の１か月前までに甲乙いずれからも本契約を終了させる旨の書面による意思表示がないときは、更に１年間これを延長するものとし、以後期間満了毎この例による。
　　２　期間満了、解除その他の事由により本契約が終了した場合であっても、第14条、第18条第２項及び第20条の規定は、なお有効に存続する。	Comment by 菰田泰隆: 契約存続中しか存在意義のない条文と、契約終了後も存在意義のある条文があるでしょう。必ずそこを選り分けて、契約終了後に存続する条文をピックアップしてください。
もし、個別的なピックアップが難しい場合は、「本契約各条項において、本契約終了後も適用可能な条項については、本契約終了後もなお有効に存続する。」等と一般論として定めても結構です。しかし、当事者から、「どの条文が存続するんですか？」と質問されるでしょうから、個別的にピックアップできた方が良いです。
（解除）
第19条　甲及び乙は、相手方が次の各号の一に該当する場合は、何らの催告を行うことなく直ちに本契約を解除し、かつ、当該相手方に損害の賠償を請求できるものとする。
　　　⑴　本契約の条項の一に違反し、当該違反に関する書面による催告の受領後30日以内にこれを是正しないとき。
　　　⑵　本契約の履行に関し不正又は不当の行為があったとき。
　　　⑶　差押、仮差押、仮処分、競売の申立若しくは租税滞納処分その他の公権力の処分を受け、又は破産、会社整理、会社更生若しくは民事再生手続その他これらに類する手続の申立がなされたとき。
　　　⑷　自ら振出し若しくは引き受けた手形又は小切手につき、不渡処分を受ける等支払停止状態に至ったとき。
　　　⑸　前２号のほか、財産状態が悪化し、又はそのおそれがあると認められる相当の理由があるとき。	Comment by 菰田泰隆: 「相当の理由」があるかどうかの判断が極めて解釈の余地を残す恣意的な記載になっています。このような抽象的な条文は、後に紛争の火種になりますので、できる限り具体化しましょう。難しいときは、具体例くらいは列挙しましょう。
（管轄裁判所）
第20条　本契約に関して生じた一切の紛争については、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
（協議）
第21条　本契約に定めのない事項及び本契約条項中疑義が生じた事項については、甲乙別途協議のうえ、これを解決するものとする。
　本契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する。
　　平成○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　甲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　
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